
ｺｰﾄﾞ ETF の名称

1579 日経平均ブル２倍上場投信

1580 日経平均ベア上場投信

1360 日経平均ベア２倍上場投信

1568 TOPIX   ブル２倍上場投信

1569 TOPIX  ベア上場投信

1356 TOPIX   ベア２倍上場投信

1469 JPX 日経 400 ベア 2 倍上場投信

（ダブルインバース）

1572 中国 H 株ブル２倍上場投信

1573 中国 H 株ベア上場投信

1671 WTI 原油価格連動型上場投信

1551 東証スタンダードTOP20  ETF

1563 東証グロース・コアETF

1679 Simple-X NY ダウ・ジョーン

ズ・インデックス上場投信

2516 東証グロース250ETF

2555 東証 REIT ETF

2094 東証 REITインバース ETF

318A VIX短期先物指数ETF

360A 東証REIT Core ETF

459A 野村高利回りJリート指数ＥＴＦ

489A 東証REIT物流フォーカスETF

526A ＪＰＸスタートアップ急成長１００Ｅ

ＴＦ

606A 金２倍ブルＥＴＦ

シンプレクス・アセット・マネジメントの ETF の運用体制

運用プロセス

日経平均レバレッジ・インデックスを対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の買い建て総額が純資産総額に対して約２倍程度になるように調整を行う。また、

純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

日経平均インバース・インデックスを対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対してほぼ同額になるように調整を行う。また、純

資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

日経平均ダブルインバース・インデックスを対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対して約2倍程度になるように調整を行う。

また、純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

TOPIXレバレッジ（2倍）指数を対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の買い建て総額が純資産総額に対して約2倍程度になるように調整を行う。また、

純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

TOPIXインバース（－1倍）指数を対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対してほぼ同額になるように調整を行う。また、

純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

TOPIXダブルインバース（－2倍）指数を対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対して約2倍程度になるように調整を行

う。また、純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

JPX日経400ダブルインバース・インデックスを対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対して約2倍程度になるように調整を行

う。また、純資産総額の一定割合の公社債を組入れる。

ハンセン中国企業株レバレッジ指数を対象指標とし、これを円換算したものの変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の買い建て総額が純資産総額に対して約２倍程度になる

ように調整を行う。また、純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

ハンセン中国企業株ショート指数を対象指標とし、これを円換算したものの変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対してほぼ同額になるように

調整を行う。また、純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

ニューヨーク商業取引所におけるLight, Sweet Crude Oil Futures（WTI原油先物）の直近限月の清算値を円換算で表示した価格を対象指標とし、その変動率に連動するよう、対象指標に関連した

商品先物取引に投資を行う。また、純資産総額の一定割合の米国政府または国際機関の発行する公社債を組み入れる。

東証スタンダード市場TOP20を対象指標とし、その変動率に連動するよう、同指標の構成銘柄に投資を行う。

東証グロース市場   Core   指数を対象指標とし、その変動率に連動するよう、同指標の構成銘柄に投資を行う。

Dow Jones Industrial Average® （「ダウ・ジョーンズ工業株価平均」）を対象指標とし、これを円換算したものの変動率に連動するよう、対象指標に連動する投資成果を目指す外国籍投資信託証

券に投資を行う。

東証グロース市場250指数を対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引や同指標の構成銘柄に投資を行う。

東証ＲＥＩＴ指数を対象指標とし、基準価額の変動率を対象指標の変動率に一致させることを目指して、不動産投資信託証券への投資、又は対象指標に採用されているＲＥＩＴへの投資と指数先

物取引の買い建てのいずれも行う。

東証REITインバース（-1倍）指数を対象指標とし、その変動率に連動するよう、株価指数先物取引などを利用し、当該取引の売り建て総額が純資産総額に対してほぼ同額になるように調整を行う。ま

た、純資産総額の一定割合の短期の公社債を組入れる。

東証REIT Core指数を対象指標とし、対象指標に採用されている不動産投資信託証券への投資を行うことにより、基準価額の変動率を対象指標の変動率に一致させることを目指す追加型株式投資信

託です。指数先物取引の買い建てを行う場合があります。

JPXスタートアップ急成長100指数を対象指標とし、対象指標に採用されている株式に投資することにより、基準価額の変動率を対象指標の変動率に一致させることを目指します。有価証券指数等先物取

引の買い建てを行う場合があります。

円換算したVIX短期先物指数を対象指数とし、対象指数に連動するよう対象指標に関連した先物取引に投資を行う。また、純資産総額の一定割合の米国政府または国際機関の発行す る公社債を組み

入れる。

野村高利回りJリート指数を対象指標とし、対象指標に採用されている不動産投資信託証券への投資を行うことにより、基準価額の変動率を対象指標の変動率に一致させることを目指す追加型株式投資

信託です。指数先物取引の買い建てを行う場合があります。

東証REIT物流フォーカス指数を対象指標とし、対象指標に採用されている不動産投資信託証券への投資を行うことにより、基準価額の変動率を対象指標の変動率に一致させることを目指す追加型株式

投資信託です。指数先物取引の買い建てを行う場合があります。

日経・ＪＰＸ金レバレッジ指数を対象指標とし、市場デリバティブ取引（金融商品取引法第2条第21項に規定するものをいいます。）のうち、対象指標の原指標である日経・ＪＰＸ金指数の構成銘柄の

一部である、大阪取引所に上場している金標準先物取引および金ミニ先物取引および商品投資等取引を利用することにより、基準価額の変動率を対象指標の変動率に一致させることを目指します。



（注） 市場環境及び資金動向等により、記載した運用プロセスをとれない場合があります。また、運用責任者は、予告なく変更になる場

合があります。

ｺｰﾄﾞ ETF の名称

2080 ＰＢＲ１倍割れ解消推進Ｅ ＴＦ

2081 政策保有解消推進ＥＴＦ

2082 投資家経営者一心同体ＥＴ Ｆ

394A 業界改革厳選ＥＴＦテレビ業界

395A 業界改革厳選ＥＴＦ地銀

396A 業界改革厳選ＥＴＦ　ＲＥＩＴ

イベント・ドリブン

（注） 市場環境及び資金動向等により、記載した運用プロセスをとれない場合があります。また、運用責任者は、予告なく変更になる場

合があります。

運用責任者に係る事項

所属部署：                        運用本部

肩書：                            マネージング・ディレクター運用会社における運用経験：

平成１８年より

資格等：                           日本証券アナリスト協会検定会員

各ファンドの運用：                 各ファンドの設定来担当

所属部署：                        運用本部

肩書：                            マネージング・ディレクター運用会社における運用経験：

平成２６年より

資格等：                           CFA協会認定証券アナリスト

各ファンドの運用：                 各ファンドの設定来担当

運用プロセス

主として、我が国の金融商品取引所に上場する株式に投資する。株式への投資にあたっては、PBR が１倍未満である銘柄のなかから、利益水準や有価証券報告書およびその他の開示情報、取引所にお

ける流動性等を当社独自の観点から総合的に勘案し、投資銘柄を選定する。

主として、我が国の金融商品取引所に上場する株式に投資する。株式への投資にあたっては、政策保有株式の純資産における比率が一定以上である銘柄のなかから、利益水準や有価証券報告書および

その他の開示情報、取引所における流動性等を当社独自の観点から総合的に勘案し、投資銘柄を選定する。

主として、我が国の金融商品取引所に上場する株式に投資する。株式への投資にあたっては、取締役会構成員、およびその親族、資産管理会社等の議決権保有割合の合計が相当程度ある企業のなかか

ら、利益水準や有価証券報告書およびその他の開示情報、取引所における流動性等を当社独自の観点から総合的に勘案し、投資銘柄を選定する。

運用責任者に係る事項

主として、我が国の金融商品取引所に上場する株式に投資する。株式への投資にあたっては、基幹放送事業者、認定放送持株会社およびこれらのビジネスと密接な関係を持つ広告代理店、コンテンツ制

作・配信・流通会社、芸能事務所および通信インフラ関連会社等のなかから、利益水準や有価証券報告書およびその他の開示情報、取引所における流動性等を当社独自の観点から総合的に勘案し、投

資銘柄を選定する。

主として、我が国の金融商品取引所に上場する株式に投資します。株式への投資にあたっては、地方銀行、第二地方銀行および銀行持株会社のなかから、利益水準や有価証券報告書およびその他の開

示情報、取引所における流動性等を当社独自の観点から総合的に勘案し、投資銘柄を選定する。

主として、我が国の金融商品取引所に上場する不動産投資信託証券に投資します。不動産投資信託証券への投資にあたっては、合併・買収、再編・提携といった個別銘柄の価値に重要な影響を与えるイ

ベントの発生および当社がそうしたイベントの発生が期待できるものと考えられることなど、当社独自の観点をもとに総合的に勘案し、投資銘柄を選定する。


